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　近年，実務家，研究者を問わず，法の分野での日

韓交流は格段に増加してきている。大学間の学術交

流を土台に法学研究プロジェクトを興し，その成果

を発表しているところも多い。本書の企画の端緒も

そうした学術交流のひとつである。「はしがき」にあ

るように，創価大学比較文化研究所，同法学部と韓

国の崇實大学校法学研究所，東國大学校比較法文化

研究所，亜細亜・太平洋公法学会の３年間にわたる

学術交流が本書企画の背景にはある。しかしながら，

他の多くのこの種の企画とは異なり，本書に収めら

れた論文は過去の学術交流成果報告のまとめではな

い。編者たちの言葉を借りるならば，「韓国法の全

体を見渡すことのできる内容」を意識して，「21世紀

の韓国法の姿」を日本に伝えるというのが本書の趣

旨であり，さまざまな法分野の気鋭の学者たちが新

たに各論文を書き下ろした。この点で，本書は現代

韓国の最先端の法状況紹介として，韓国への関心を

増しつつある多くの日本人の期待に応えるものと

なっている。

　以下に，13章からなる本書の内容を概略的ながら，

紹介しておく。

Ⅱ

　第１章の韓相範「韓国法の展開と法思想」は，韓

国法学界の重鎮による韓国法の通観である。第２次

世界大戦後の米軍占領期から金大中政権時代に至る

までの政治的変遷とそれに伴う法制状況を紹介する

とともに，そのなかでの「日本帝国主義の残滓」の

問題に注目している。植民地からの解放後の新しい

国家建設において，植民地時代に形成されたシステ

ムやいわゆる親日派の助けを借りざるを得なかった

ことは，その後の歴史のなかで「日本帝国主義の残

滓」を「拡大再生産」することにつながり，それが，反

民主的な独裁政権が長く続くひとつの要因であった

ことが指摘されている。

　第２章の姜京根「韓国の憲法――その概観と特徴

――」は，1948年の制憲憲法から今日の第六共和国

憲法までの改正史に触れたのち，韓国憲法の基本原

理を概説する。日本でもとみに注目されている憲法

裁判制度や大統領制と議院内閣制の折衷的統治形態，

北朝鮮の憲法上の位置づけ，統一問題などがコンパ

クトに説明されているほか，これまで紹介の少なかっ

た経済条項や社会権条項といった社会国家原理にま

つわる論点が，比較的詳細に述べられている点が特

徴的である。

　同じ姜京根による第３章「韓国の言論情報法」は，

情報の自由を実現するための情報公開請求権，情報

内容の秘匿性保護のための情報プライバシー権，情

報データの完全性（安全性＋無欠性）保護のための

情報保安権を含む情報基本権の性格を論じたうえで，

日本以上に情報のオンライン化が進む韓国の法制度

について，個人情報保護法，情報通信網法，情報公

開法，住民登録法を中心に解説する。また最近の電

子政府法の制定に伴い，これら諸法の関係をより統

一的に捉え，人間の尊厳，幸福追求権の保障にか

なった法制度の整備を行ってゆくことが緊要になっ

てきているとしている。

　第４章の朴正勲「韓国の行政訴訟法」は，その沿

革から説き起こし，民事，刑事および憲法裁判との

間での裁判管轄の区分，訴訟類型（抗告訴訟，当事

者訴訟，民衆訴訟，機関訴訟），仮の救済（執行・

効力停止，仮処分）について，日本との異同に注目

しながら，要領よく整理・解説している。また，抗

告訴訟の対象・原告適格・訴えの利益の拡大，義務

づけ訴訟の導入，仮処分制度の明示など，現在の改

正論議にのぼるトピックも紹介し，今後の展望にも
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触れている。

　第５章の金性洙「『参与と協力時代』の韓国行政

手続法」は，1996年に制定されたものの「最小限の

行政手続法」と批判され，認知度も低いといわれる

現行法の内容を紹介し，その問題点を批判的に検討

する。また盧武鉉現政権が「国民参与政府」を標榜

していることに言及し，「法と制度を国民のものに

取り戻すこと」が今後の改革の要諦であり，「行政的

決定の適正性の確保」のみならず，より積極的な国

民の「参与と協力」による「協力的・意思交換的法

治主義」の実現が必要であることを訴えて，立法政

策上の課題を示している。

　第６章の徐巨錫「性関連犯罪に対する規制」は，

植民地時代の日本の影響が強いといわれた1953年刑

法を95年に全面改正した今日の刑法のなかでも，特

に韓国的特色を示すといわれる性関連犯罪規定と２

つの刑事特別法（「性暴力犯罪の処罰及び被害者保護

等に関する法律」と「青少年性保護法」）を採り上げ，

立法論の観点から検討する。刑法上の規定として採

り上げられるのは，婚姻藉口等による姦淫罪と姦通

罪であり，それぞれについて憲法裁判所の合憲決定

と学説上の賛否両論が紹介されている。２つの刑事

特別法については，その立法趣旨，内容および問題

点が解説されている。

　第７章の李銀榮「韓国法における消費者保護と約

款規制」では，韓国契約法の発展過程から説き起こ

し，消費者保護法の沿革および現状が概説されて，

特にその中心を占める約款規制法に関して，約款の

本質に関する学説の紹介，規制法の内容の概略が述

べられている。筆者は，韓国の急速な経済成長と相

俟って生じた社会的弱者保護の要請に基づき，消費

者保護の法理が単なる特別法上の法理ではなく，民

法学の主要理念として定着し始めたことを指摘し，

取引の現実と外国の立法例を参考にして個別法を制

定することで，この法理が継続的に補完されて今後

さらに充実していくであろうと展望している。

　第８章の延基榮「商事用建物賃貸借保護法の主要

内容と問題点」は，市民団体や民主労働党が推進し，

議員立法によって制定された同法の制定経緯，内容，

問題点を要約する。営業用途で使用される商事用建

物の賃貸借では従来，賃借人が不利益を受けやすい

という問題があった。2001年に制定された同法は，

零細商人の安定した生業保障のために賃借人の優先

的弁済権，契約更新要求権，賃借権登記命令制度な

どを規定しているが，一方で，優先的弁済権が仮装

賃借人によって悪用される，大統領令への委任事項

が多すぎるなどの問題点も指摘されている。

　第９章の尹眞秀「憲法が家族法の変化に及ぼした

影響」は，文化的特徴が最も現われやすい家族法が

1958年の制定以来，どのような変遷をたどったかを

憲法との関連で捉える。独立後の民法制定当時，男

系中心主義や戸主制度に基づく植民地時代の家族制

度と憲法の齟齬の問題に関し，慣習尊重論，憲法精

神尊重論，漸進的改革論の３つの立場からの論争が

あった。筆者によれば，その後の「家族法の変化は，

近代法の原理を具現している憲法に適応する過程」

であったとされる。1977年，90年の大改正，憲法裁

判所の主要判例，近年の動向も紹介しながら，今後

の課題として戸主制と子の姓選択の問題が憲法適合

性の観点から検討されている。

　第10章の鄭燦亨「韓国法における最近の株式会社

の支配構造の変化――業務執行機関及び監査機関を

中心に――」は，1997年のIMF経済体制以後の状況

を扱い，商法に英米法制度が多く導入されたことを

紹介する。特に副題にある２機関に着目し，前者の

業務執行機関に関連しては，取締役会に根本的な変

化をもたらした社外取締役および取締役会内の委員

会について，後者の監査機関の根本的変化をもたら

したものとしては監査委員会について，その規定内

容，施行状況，問題点と改善案をそれぞれ提示して

いる。

　第11章の全光錫「韓国の社会保障法」は，1960年

代に本格的な論議が始まり，70年代後半になってそ

れが「結実し始めた」とされる社会保障法各分野の

発展過程と現在の法制度を紹介する。社会保険立法

のなかでは，使用者責任にも関わる産業災害補償保

険法が最も早く1963年に制定されたが，その他はい

ずれも70年代以降に制定され，雇用保険法はようや

く93年に制定された。しかしいずれも急速に法整備

され，加入範囲も拡大充実してきている。一方，生
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活保護，児童・老人・障害者福祉の分野では，法運

用面での下部構造の欠如や適用対象の限定，行政裁

量の幅などに問題があることが指摘されている。

　第12章の李相敦・李昌桓「韓国法における環境救

済法の争点――環境被害に対する損害賠償及び差止

請求を中心として――」は，環境権概念，その法的

性格に関する諸説を紹介したのち，環境権侵害に対

する救済の方法として損害賠償請求と差止請求の２

つを検討している。前者については過失責任，違法

性，因果関係といった要件を充足することの困難性

が指摘される一方で，危険責任の拡大や複合汚染に

おける共同不法行為の認定などにより請求の道が開

かれてきていることが紹介されている。また後者に

ついては，人格権との関係を視野に入れつつ差止請

求の抱える問題点が論じられ，学説における日本の

議論との類似性が考察されている。

　第13章の姜京根「インターネットによる韓国の法

制・法学への接近」は，韓国法の情報を入手したい

者にとってはありがたいインターネットによる法令

検索，文献検索の方法の紹介である。サイトの開き

方が丁寧に説明されている。ただし，これらのサイ

トは当然ながら，ほとんどハングル文字によるもの

である。エンコードを韓国語にしなければ画面が文

字化けすることがあり，また韓国語IME（WIN-

DOWS XPには搭載済み）に切り替えなければ，検索

の入力はできない。また筆者の言うように，ダウン

ロードするにはソフトウェア「ハングルhwp」を設

置することが望ましい。

Ⅲ

　以上の各章には，最終章を除いてそれぞれ日本の

学者（塩津徹，藤田尚則，花見常幸，尹龍澤，長田

秀樹，須藤悦安，藤井俊二，黒木松男，岡部史信，

宮�淳）によって，主に日韓比較の視点から，１～

２ページの短いコメントが付けられ，門外漢にとっ

ても各分野の法制度的特徴が理解しやすいように配

慮されている。この様式は，1993年に出版された小

島武司・韓相範編（尹龍澤訳）『韓国法の現在（上）

（下）』（中央大学出版部）を踏襲したものである。編

者は，20世紀の韓国法を紹介して好評を博した同著

に続くものとして，本書を企画したと述べている。

ほぼ10年目の企画ということになるが，このような

形で韓国法の現状を鳥瞰することが定期的にできる

ならば，読者にとってはありがたい限りである。

　ただし，1993年の著が上下巻合わせて947ページ

の大著であったのと比べると，本書は極めてコンパ

クトである。もちろん，コンパクトであるが故に韓

国法の全体像を手軽につかみやすいという利点もあ

るのではあるが，一方で10年前と比べると韓国法の

紹介される機会が格段に増えていることを考えると，

全体としてできればもう少し踏み込んだ論述が欲し

かったという感がある。今日の出版事情から考える

と，これはおそらくないものねだりなのであろう。

また，出版社も執筆者も違うのだから，本書は前書

の続編というわけでもない。しかし，それを承知で

敢えて言わせてもらうならば，前書で紹介された各

法分野の歴史的発展過程などの重複部分を削除して，

現代的な問題のみに絞ったほうが，限られた頁数で

前書から10年後の「21世紀の韓国法の姿」を伝える

という企画趣旨により合致した内容になったのでは

ないかと思われる。また，これもないものねだりか

もしれないが，採り上げられた法分野のなかに，労

働法，知的財産法など，韓国でも近年注目される分

野が入っていないのは，やや残念である。

　とはいえ，限られた紙面構成で読者のニーズに

合ったテーマを選別した編者の努力と，それぞれに

大きなテーマを手短に要領よくまとめた各筆者の力

量，さらにそのほとんどを翻訳した編者の一人，尹

龍澤氏の労力には敬意を表すべきであろう。言論情

報法（第３章），消費者保護法（第７章），会社法

（第10章），環境救済法（第12章）のように日本と共

通する現代的課題を抱える分野，刑法（第６章）や

家族法（第９章）のように韓国独自の歴史や文化的

伝統が色濃く反映している分野，憲法（第２章）や

行政手続法（第５章）のように政治変動に法状況が

連動して変化する分野……と，それぞれに日本の読

者にとって興味深い要素をもつ諸分野が採り上げら

れることで，通読すれば，全体として韓国法の特徴

が見えてくるしくみになっている。
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　もうひとつ本書で興味深いのは，今回の筆者たち

のなかで，延基榮氏と並んで先の『韓国法の現在』

にも執筆している韓相範氏の叙述である。韓相範氏

は前書でも，巻頭を飾った「韓国の法文化――西欧

法の継受と韓国の法思想及びその諸問題――」のな

かで，本書の第１章と類似した日本帝国主義の残滓

と韓国の民主化の問題を扱っている。しかし，前書

では自国の民主化の問題に論旨の比重がかかってい

たのに対し，本書では韓国民主主義に潜む日本帝国

主義の残滓や韓国に根強く残る日本への複雑な思い

に対する注意の喚起がより明白な形で訴えられてい

る。これはもちろん日本に対する一方的な批判とい

うわけではなく，韓国における民主主義の脆弱性を

自己批判したうえでの日本へのメッセージである。

同氏の「良い隣人」，「協助者」という表現に示され

るように，こうした叙述は，複雑な歴史を経て今日

に至った日韓の立場を両国の法学者がより客観的に

かつオープンに話し合える時代を迎え始めた証とみ

ることができよう。関連して指摘される尾高朝雄の

京城帝国大学時代の保守性などの問題は，韓国側に

とって以上に，われわれ日本人にとって今後の重要

な研究課題であると言える。

　以前，ある韓国の友人が近年のめまぐるしい韓国

社会の変化発展のスピードを指して，「韓国の１年

は世界の10年」と言ったことがある。まだ始まった

ばかりの21世紀，韓国法の鳥瞰図はおそらくたびた

び書き換えられねばならないことになるであろう。

今後さらに，第２，第３の本書の続編が書かれること

を期待したい。

　なお，末筆ながら，本書の筆者のなかには，すで

に日本でもよく名を知られ，また雑誌等で業績が紹

介されている学者が多く含まれている。本書評欄で

は，関係文献を「文献リスト」として紹介する習い

となっているようであるが，本書の守備範囲が極め

て広く日韓の関連文献の枚挙には暇がないこともあ

り，ここでは以下に，本書の論者たちが各章の内容

に関連して日本で発表した論文を紹介することを

もって，これに代えることとしたい。
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